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議案第３９号

令和８年度土浦市介護保険特別会計予算

令和８年度土浦市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算）

第１条 保険事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ

１３，５９４，２８２千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表

歳入歳出予算」による。

（歳出予算の流用）

第２条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予

算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）保険給付費又は地域支援事業費の各項に計上した予算額に過不

足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間

の流用。

令和８年 ３月 ３日 提 出

土浦市長 安藤 真理子

令和８年 月 日
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介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 説 明 書

-291-



-292-



-293-



-294-



-295-



-296-



-297-



-298-



-299-



-300-



-301-



-302-



○職員人件費 184,413

○一般管理事業 13,040

○賦課徴収事業 7,451
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○介護認定審査会事業 19,906

○認定調査等事業 74,479

○趣旨普及事業 617
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○地域密着型介護サービス運営委員会事

　業 189
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○居宅介護サービス給付事業 4,928,264

○特例居宅介護サービス給付事業

22,027

○施設介護サービス給付事業 4,489,432

○特例施設介護サービス給付事業

1

○居宅介護福祉用具購入事業 15,181

○居宅介護住宅改修事業 19,366
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○居宅介護サービス計画給付事業

675,422

○特例居宅介護サービス計画給付事業

1

○地域密着型介護サービス給付事業

1,723,851

○特例地域密着型介護サービス給付事業

1

-307-



○介護予防サービス給付事業 118,797

○特例介護予防サービス給付事業

748

○介護予防福祉用具購入事業 2,538

○介護予防住宅改修事業 10,982

○介護予防サービス計画給付事業

32,237

○特例介護予防サービス計画給付事業

1
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○地域密着型介護予防サービス給付事業

1,151

○特例地域密着型介護予防サービス給付

　事業 1

○審査支払事業 11,210
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○高額介護サービス事業 404,051

○高額介護予防サービス事業 530

○高額医療合算介護サービス費

52,458

○高額医療合算介護予防サービス費

163
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○特定入所者介護サービス事業

314,658

○特例特定入所者介護サービス事業費

724

○特定入所者介護予防サービス事業

204

○特例特定入所者介護予防サービス事業

1
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○介護予防・生活支援サービス事業

255,783

○介護予防ケアマネジメント事業

46,962

○高額介護予防・生活支援サービス事業

300

○高額医療合算介護予防・生活支援サー

　ビス費 100

○職員人件費 23,856

○介護予防アウトリーチ事業 148
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○介護予防啓発教室事業 638

○一般介護予防事業評価事業 42

○介護予防セルフマネジメント支援事業

900

○地域リハビリテーション活動支援事業

498

○介護保険適正化事業 1,660

○介護相談員派遣事業 1,203

○ケアプラン指導研修事業 173

○徘徊高齢者家族支援サービス事業

277
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○家族介護者交流事業 12

○成年後見制度支援事業 3,966

○認知症サポーター養成事業 389

○高齢者等在宅生活支援配食サービス事

　業 8,762

○高齢者見守りネットワーク事業

4,431

○職員人件費 15,566

○在宅医療・介護連携拠点事業

603

○職員人件費 10,046

○認知症施策推進事業 12,340
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○審査支払事業 1,380
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○介護給付費準備基金積立金 8,778
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○第１号被保険者保険料過誤納還付事業

3,000

○国庫支出金返還事業 1

○県支出金返還事業 1

○支払基金交付金返還事業 1

○一般会計精算事業 1

○重層的支援体制整備事業繰出金

67,370
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(１) 総　括

（　）内は、再任用短時間勤務職員数を別掲、【　】内は、会計年度任用職員数を別掲

職員手当等の内訳

(２) 給料及び職員手当等の増減額の明細

(３) 給料及び職員手当等の状況

 ア　職員１人当たり給与（再任用短時間勤務職員を除く。）

区　　分

人事異動等に伴う職員
構成の変動

平均昇給率

異動等による増減

職
員
手
当
等

増 減 額

5,667

給
　
料

4,395

0.8

給与改定に
伴う増減分

21,373 94,504 100,680 216,557

比　　較 2 3,583 4,395 5,667

合　　計

(千円) (千円)

(単位　千円)

161 13,806

職員数

13,645

【12】(1)

【11】

(1) 【1】

給与費明細書

給　与　費

35,731 265,933

35,570 252,127

本 年 度

前 年 度

28 24,956 98,899 106,347 230,202

26

報　　酬 給　　料 職員手当等 計

(千円) (千円) (千円) (千円)（人）

共 済 費

 イ　初任給

区　　分
行　政　職

市

2,803

28

26

2

その他の
増 減 分

制度改正に
よる増減分

人事異動等に伴う職員
構成の変動

その他の
増 減 分

323

2,864

期末勤勉手当、扶養手当及び
通勤手当改定に伴う増額、地
域手当改定に伴う減額

国

(単位　円)

【期末勤勉手当】令和7年度当初4.60月→令和8年度4.65月、【扶
養手当】配偶者及び子に係る支給額の見直し、【通勤手当】通勤
距離に応じた引上げ、駐車場に係る手当の新設、【地域手当】9％
→8％

職員数の異動状況

令和7年度予算 職員数

令和8年度予算 職員数 人

大 学 卒 237,600 232,000

区　　　分 行　政　職

令和8年1月1日現在

 平均給料月額（円） 293,358

 平均給与月額（円） 386,160

 平 均 年 齢 （歳） 38

令和7年1月1日現在

 平均給料月額（円） 287,642

 平均給与月額（円） 376,223

 平 均 年 齢 （歳）

高 校 卒 206,700 200,300

39

人

人

(1)

(1)

区分 説　　明
増減事由別内訳

昇給に伴う
増　加　分

3,303

備　　　考

769 ％

(千円) (千円)

156

40前 年 度 20,958 241,836

△ 312比　　較 3,299

8,867

△ 659 728

2,160 2,3941,302

特殊勤務
手　当

401,524 3,122

592

1,080

1201,743

51,001

期末勤勉
手　当

49,258 12,761

13,353

退職手当
負 担 金

児童
手当

1,200

区　　分

管理職員
扶養
手当

24,257 24

時間外勤務
手　当

特別勤務

手　当

本 年 度

地域
手当

8,208

管理職
手当

2,160

通勤
手当

住居
手当

1,458

-319-



 ウ　級別職員数 （級別の基準となる職務）

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ）

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ）

前年度は、特別昇給を含む。

オ　期末・勤勉手当

 カ　定年退職に係る退職手当

 キ　地域手当 ケ　その他の手当

ク　特殊勤務手当

区　　　　分 市 内 全 域

給料総額に対する比率 （％） 0.04

支給対象職員の比率
（令和8年1月1日現在）

（％） 3.7

代表的な特殊勤務手当の名称 福祉業務手当

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

 国の指定基準に基づく支給率 （％） 8.0

行 政 職

3

2

2

27

5

5

（％）

40.8

7.4

18.5

4

33.3

100.0

8

14.8

18.5

（人） 4

課長補佐級

6　級

主 幹 級

3　級 主 任 級

4　級
係長・調整官

・主任級

（人） 26

本 年 度

（人） 28

号給数別内訳

1号給 （人）

3号給 （人）

（％） 92.9

6号給 （人）

5号給 （人）

4号給

5号給 （人）

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置
（1年につき最大3％加算）

（人） 22

（人） 2

（人） 24

（人） 26

号給数別内訳

1号給 （人）

3号給 （人）

（％） 92.3

6号給 （人） 19

4号給 （人） 3

2.300(1.200) 4.600(2.400) 有

2.325(1.225) 4.650(2.450) 有

参 事 級

8　級 部 長 級

 エ　昇給

区　　分

支給期別支給率
支給率計
（月分）

   職制上の段階、
   職務の級等に
   よる加算措置

備　　考

6月（月分） 12月（月分）

2号給

前 年 度

2号給

区　　　分

100.0

課 長 級

7　級

主 事 級

2　級

区
　
分

令
和
8
年
1
月
1
日
現
在

令
和
7
年
1
月
1
日
現
在

区　　分 行 政 職

47.709

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

29

最高限度

（月分）

 管理職手当

（月分） （月分） （月分）

 支給対象職員数 （人）

国の制度 24.586875 33.27075 47.709

市 内 全 域

 支給率 （％） 8.0

 支給対象地域

4級

5級

6級

7級

8級

1級

2級

3級

4

7

国の制度 2.325(1.225) 2.325(1.225) 4.650(2.450) 有

前 年 度 2.300(1.200)

24

本 年 度 2.325(1.225)

1　級

行　政　職

11

構成比

4級

8級

計

計

5　級

職員数

（人）

7級

6級

8.35級

12.5

29.2

16.7

級

1級

2級

3級

（　）内は、再任用職員の標準的な支給率

 宿日直手当

 管理職員特別勤務手当

国の制度と
の異同

差 異 の 内 容

同

同

同

同

同

同

 時間外勤務手当 異
労働基準法に基づく
時間単価

 扶養手当

 住居手当

 通勤手当

区　　　分
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　(単位　千円)

事 項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

高齢者等在宅生活  令和 6年度  令和 8年度

支援配食サービス 45,622 ～ 14,740 ～ 30,882 17,832 13,050

事業  令和 7年度  令和 9年度

高齢者等見守りキ  令和 8年度

ーホルダー事業 3,762 ～ 3,762 2,169 1,593

 令和10年度

　　　　　　　　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての

　　　　　　　　　　前年度末までの支出額又は支出額の見込み及び当該

　　　　　　　　　　年度以降の支出予定額等に関する調書

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特　　　　定　　　　財　　　　源
一般財源
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